
１．収益の動向

⑴　売上高・営業利益・経常利益
　全産業の売上高は358兆2, 061億円で、前年同期（338
兆3, 486億円）を19兆8, 575億円上回り、対前年同期増加
率（以下「増加率」という）は5. 9％（前期4. 8％）と
なった。
　全産業の営業利益は18兆4, 603億円で、前年同期（16
兆9, 366億円）を１兆5, 237億円上回り、増加率は9. 0％
（同15. 7％）となった。
　全産業の経常利益は20兆9, 410億円で、前年同期（20
兆7, 579億円）を1, 831億円上回り、増加率は0. 9％（同
5. 5％）となった。
　また、全産業（金融業、保険業を含む）の経常利益は
24兆1, 651億円で、前年同期（23兆7, 201億円）を4, 450
億円上回り、増加率は1. 9％となった。金融業、保険業
の経常利益は３兆2, 241億円で、前年同期（２兆9, 622億
円）を2, 619億円上回り、増加率は8. 8％となった。

⑵　利益率
　全産業の売上高営業利益率は5. 2％（前期4. 4％）とな
り、売上高経常利益率は5. 8％（同5. 3％）となった。

第１表　売上高・営業利益・経常利益の推移
　　　　　　　　　（対前年同期増加率）� （％）

区　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

売
上
高

全 産 業 2.0 5.6 6.7 4.8 5.9

製 造 業 △ 0.1 4.3 4.8 3.9 4.7

非 製 造 業 2.8 6.1 7.4 5.2 6.4

営
業
利
益

全 産 業 7.7 11.4 15.5 15.7 9.0

製 造 業 15.2 42.8 35.5 44.7 13.8

非 製 造 業 4.4 1.5 8.4 4.3 6.6

経
常
利
益

全 産 業 16.9 26.6 22.6 5.5 0.9

製 造 業 25.4 70.3 46.4 44.0 2.5

非 製 造 業 12.5 10.7 12.0 △ 9.5 △ 0.0

全 産 業
（金融業、保険業を含む） 13.3 22.0 21.7 4.8 1.9

金 融 業、保 険 業 △ 6.4 △ 8.5 16.6 1.4 8.8

　　　　　第２表　季節調整済前期比増加率� （％）

区　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

売
上
高

全 産 業 1.5 2.4 0.7 0.3 2.3

製 造 業 1.6 3.1 △ 1.3 0.5 2.3

非 製 造 業 1.4 2.2 1.5 0.2 2.3

営
業
利
益

全 産 業 7.5 2.7 1.5 2.0 2.4

製 造 業 22.9 10.8 0.7 3.0 0.9

非 製 造 業 2.0 △ 0.8 1.9 1.5 3.2

経
常
利
益

全 産 業 2.3 2.3 2.3 △ 2.0 △ 1.7

製 造 業 23.4 11.0 1.3 △ 0.9 △ 7.6

非 製 造 業 △ 6.1 △ 2.4 3.0 △ 2.7 1.9

� 第３表　利益率の推移� （％）

区　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

売上高営業利益率

全 産 業 5.0 4.8 5.0 4.4 5.2

製 造 業 5.6 5.1 5.4 5.3 6.0

非 製 造 業 4.8 4.7 4.8 4.0 4.8

売上高経常利益率

全 産 業 6.1 5.7 6.8 5.3 5.8

製 造 業 7.6 7.1 8.8 7.0 7.4

非 製 造 業 5.5 5.2 6.0 4.6 5.2

法人企業統計季報（平成29年10～12月期）の概況

　平成29年10～12月期における資本金1, 000万円以上の法人企業の動向を「四半期別法人企業統計調査」結果からみる
と、以下のとおりである。
　前年同期比でみると、売上高については、製造業、非製造業ともに増収となった。経常利益については、製造業は増益、
非製造業は減益となった。また、設備投資については、製造業、非製造業ともに増加となった。

第１図　売上高・営業利益・経常利益増加率（全産業）
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� 第４表　設備投資の推移（対前年同期増加率）�（％）

区　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

全 産 業
3.8 4.5 1.5 4.2 4.3

（3.3） （5.2） （0.6） （4.3） （4.7）

製 造 業
7.4 1.0 △ 7.6 1.4 6.5

（7.8） （1.1）（△ 8.0） （1.8） （6.2）

非 製 造 業
1.9 6.3 6.9 5.9 3.0

（0.8） （7.4） （5.9） （5.8） （3.8）

全 産 業 3.7 4.2 1.1 4.3 4.5

（金融業、保険業を含む） （3.0） （5.1） （0.4） （4.7） （4.9）

金融業、保険業 △ 0.0 △ 0.7 △ 5.2 5.4 9.5

（△ 8.2） （1.7）（△ 5.9） （19.3） （12.5）

（注）（　）書きはソフトウェア投資額を除いたものである。

� 第５表　季節調整済前期比増加率� （％）

区　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

全 産 業 3.3 1.8 △ 2.6 2.1 3.1

製 造 業 4.8 △ 2.1 △ 4.0 3.8 7.7

非 製 造 業 2.4 4.0 △ 1.9 1.2 0.6

（注）ソフトウェア投資額を除く。

２．投資の動向

⑴　設備投資
　全産業の設備投資額は11兆4, 000億円で、増加率は
4. 3％（前期4. 2％）となった。
　全産業のソフトウェア投資額は9, 405億円で、増加率
は△0. 3％（同3. 3％）となり、ソフトウェア投資額を除
いた設備投資額は10兆4, 596億円で、増加率は4. 7％（同
4. 3％）となった。
　また、全産業（金融業、保険業を含む）の設備投資額
は12兆57億円で、増加率は4. 5％となり、金融業、保険
業の設備投資額は6, 057億円で、増加率は9. 5％となった。
　全産業（金融業、保険業を含む）のソフトウェア投資
額は１兆2, 963億円で、増加率は1. 7％となり、ソフト
ウェア投資額を除いた設備投資額は10兆7, 094億円で、
増加率は4. 9％となった。
　金融業、保険業のソフトウェア投資額は3, 559億円で、
増加率は7. 5％となり、ソフトウェア投資額を除いた設
備投資額は2, 498億円で、増加率は12. 5％となった。

⑵　在庫投資
　全産業の在庫投資額は５兆9, 472億円（前年同期５兆
1, 202億円）となった。
　全産業の在庫率は8. 4％（同8. 3％）となった。

� 第６表　在庫投資と在庫率の推移� （億円、％）

区　　　　分 平成 28 
10 ～ 12

平成 29 
1 ～ 3 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12

全 産 業 51,202 △ 56,197 42,162 23,168 59,472

⎧⎜
⎜
⎜
⎜⎨⎜
⎜
⎜
⎜⎩

製 品・商 品 12,507 △ 7,736 15,754 3,780 20,337

仕 掛 品 31,332 △ 47,079 20,417 17,687 30,634

原 材 料 7,363 △ 1,381 5,992 1,701 8,502

 �製 造 業 4,761 △ 8,606 18,257 4,003 15,095

 �非 製 造 業 46,441 △ 47,591 23,906 19,165 44,378

在 庫 率 8.3 7.7 8.5 8.6 8.4

（注）在庫率＝棚卸資産（期末）×100　　　　　　　　売上高×4

　　　　（注）平成14年７－９月期以降ソフトウェア投資額を含む。

第２図　設備投資増加率（全産業）
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第３図　在庫投資（全産業）
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